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This study examined the staff system related to the requirement of Additional end-of-life 
care in a Special nursing home for the elderly. Result, the problem of the arrangement’s for 
one full-time nurse, the problem of maintaining contact 24 hours a day with the nursing staff 
and placement doctor, the problem of cooperation and collaboration of the manager, and the 
problem of absence of matters concerning care worker, were clarified. In order to solve these 
problems, it is necessary to reexamine the staff system of a Special nursing home for the 
elderly, on the assumption of end-of-life care response.
Ⅰ．問題意識










の創設前の、1995 年から 2005 年の 11 年間の老
人ホームでの死亡者の割合は、1.5%から2.1%と
0.6%増であったが、2006 年から 2016 年の 11 年
間は、2.3%から 6.9%と 4.6%増え、両期間の増
加分には約7.6倍の差がある 3）。特養内の死亡者
































































孔 （2017 : 37） は、看取り介護には、巡回、観
































































る課題の解決を試みる。そのため、2018 年 4 月
から施行された、「指定施設サービス等に要する
費用の額に算定に関する基準（平成12年厚生省




























は 1 施設当たり 1 名にならないものの、看護・
介護職員は、設置運営基準を上回り、統計上、
職員が不足していると思えない （表 1）。




議会 （2015a: 33） は、常勤の採用充足率5）は、介




































看 護 職 員





















































































































（n=1066） 76.6% 44.9% 5.0%
診療科注4 内科　　 92.8% 外科 20.1% 精神科8.8%
多床室 
（n=1628） 76.7% 45.9% 5.3%
施設での看取りの







































介護職員　 98.8% 看護職員 97.9% 介護支援専門員 96.8%
表1　特別養護老人ホームの関連法等上の基準と運営及び職員体制の現況
注 1. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 5 表　介護老人福祉施設の定員、都道府県－指定都市・中核市（再掲）、
開設主体別」より。
注 2. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 3 表　介護老人福祉施設数，開設主体、経営主体別」より。
注 3. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 7 表　介護老人福祉施設の居室数，定員階級、室定員別」より。
注 4. 公益社団法人全国老人福祉施設協議会（2015）『全国老人ホーム基礎調査平成 24 年度実績』より。
注 5. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章 【詳細票】第 9 表　介護老人福祉施設の常勤換算従事者数、都道府県－指定都市・中核
市（再掲）、職種（常勤－非常勤）別」より。
注 6. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査の概況』「表 13　1 施設・事業所当たり常勤換算従事者数（詳細表）」より。
注 7. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 11 表　介護老人福祉施設の定員 100 人当たり常勤換算従事者数、都道府
県－指定都市・中核市（再掲）、職種別」より。
注 8. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査の概況』「表 15　常勤換算看護・介護職員 1 人当たり在所者数」より。
注 9. 老人福祉法（平成 28 年 4 月 1 日施行）、介護保険法（平成 30 年 4 月 1 日施行）、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 28 年 4 月 1 日施
行）、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 28 年 4 月 1 日施行）により。






























































































































































































注 1.  厚生労働省（2015）指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日）（厚生省令第三十九号）
注 2.  厚生労働省（2015）厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成二十七年三月二十三日）（厚生労働省告示第九十四号）
注 3.  厚生労働省（2015）指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）（抄）【平成二十七年四月一日施行】
注 4.  厚生労働省（2015）「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施
設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月８日老企第40号厚生省老人保健福祉局企画
課長通知）（抄）」
注 5.  厚生労働省（2018）指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）（抄）【平成三十年四月一日施行（予定）】
注 6.  厚生労働省（2018）指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施
設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（抄）（老企第 40 号平成 12 年 3 月 8 厚生省老人保健福祉局
企画課長通知）
注 7.  全国老人福祉施設協議会（2015）『看取り介護指針・説明支援ツール【平成27年介護報酬改定対応版】』（平成26年度老人保健事業推進等補助金（老人保
健健康増進等事業分）事業特別養護老人ホームにおける看取りの推進と医療連携のあり方調査県境事業）


















































































2017 年現在、常勤換算 1 施設当たりの介護職
員 29.8 名の内、介護福祉士の資格を持つ職員は



























2017 年現在、1 施設当たり常勤換算 4 名の看
護職員体制で、1ヶ月間、看取り介護する場合、
単純計算で、一人の看護職員は 7 日ほどを、オ












































































































































































































 2）  厚生労働省（2017）『平成 28 介護サービス施設・




12） の推定値を 2016 年老人ホームでの総死亡者
数 90,067 人 （4,488 × 12 ÷ 90,067） で割った時の
割合。
 3） 前掲書 1 の各年次の老人ホームの百分率。
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